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アジア・太平洋研究センター主催，総合政策学部／社会科学
研究科共催講演会
日　時：2018 年 11 月 30 日（金）
場　所：S棟 2階　S22 教室
テーマ：激変する国際情勢とロシア―プーチンの先祖返りと日露関係―
報告者：袴田　茂樹（新潟県立大学政策研究センター教授，青山学院大学名誉教
授）
　今回の講演会には本学教員の他，学部生，大学院生，一般の方などが参加されたこ
とから，講演の冒頭で袴田茂樹氏は聴衆に対して学年などを確認され，1，2年次生
を中心とする学部生の参加者数が多かったことを受けて，学生に向けたメッセージと
して「真の国際人とは何か」という問いを中心に講演が始まった。例えば，アメリカ
に留学している日本人学生について数十年前と比べると，現在の日本人学生の方が英
語の会話力などははるかに上回っているものの，その分「恥をかくことが多い」とい
う。それはどのような意味なのか。フロアの学生とのやりとりを交えつつ講演会が進
められた。インターネットやメディアが発達している現在の方が様々な情報に簡単に
アクセスでき，持っている情報量こそ多いものの，社会情勢や社会問題などについて
「自分の言葉で話せる」人は必ずしも多くはなく，それができない人はあまり評価も
されない。こうした話をふまえて，江戸時代に全くの偶然からロシアに渡ったもの
の，現地で高く評価された日本人の例がいくつか紹介された。
　その一人が廻船の船頭であった大黒屋光太夫である。光太夫は船の漂流という遭難
事故によって偶然ロシアに漂着し，後に当時の首都サンクトペテルブルクにてロシア
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皇帝エカチェリーナ 2世に謁見するなどロシア社交界で名を馳せるまでになり，約
10 年後に帰国を果たした。光太夫の話は蘭学者の桂川甫周によって『北槎聞略』と
してまとめられ，現在でも文庫本となっている。光太夫は，バルテルミー・ド・レ
セップスという，スエズ運河を建設したフェルディナン・ド・レセップスの叔父にあ
たる人物が著した旅行記にも登場しており，当時の大英帝国も光太夫に強い興味を示
していたと言われている。
　同様に，図らずもロシアに渡ったものの，ロシアで高い信頼を得て日露間の問題解
決に貢献した人物が高田屋嘉兵衛である。通商を巡って日露関係が悪化している中，
ロシア艦船ディアナ号艦長のゴロヴニン（ゴローニン）が国後島で日本に拿捕される
事件が起こった。それを受けてディアナ号の副艦長リコルドは艦長を奪還すべく，日
本側の情報を入手するために偶然近くを通りかかった廻船業の嘉兵衛の船を拿捕し
た。嘉兵衛らはカムチャツカに連行されるが，その間，リコルドは嘉兵衛を自分の艦
長室に住まわせており，当初からの嘉兵衛に対するリコルドの評価が窺える。嘉兵衛
は，日露関係悪化の原因であるサハリンや択捉島でのロシアによる蛮行（文化露寇）
について，ロシア政府が関与していない旨の文書を提示することで問題解決できると
リコルドに提案した。その提案を受け入れたリコルドと共に嘉兵衛は仲介役として日
本に戻り，最終的にゴロヴニンは無事に釈放された。
　最後に，1854 年の日露和親条約調印にあたってロシア使節プチャーチンと交渉に
当たった川路聖謨が紹介された。当時の日本は鎖国状態にあり，交渉は非常に厳しい
ものであったが，プチャーチンをはじめとするロシア使節団は川路を高く評価してい
たと言われている。プチャーチンの随行員であったゴンチャロフは川路について以下
のように記している。「この川路を，私たちは皆，気に入っていた。川路は非常に聡
明であった。彼はロシアに反発する巧妙な弁論を以って，知性をほのめかすものの，
なおもこの人物を尊敬しない訳には行かなかった。彼の一言一句，一瞥，そして物腰
までが，全て良識と機智と慧眼と練達を現わしていた。」
　このような，江戸時代に図らずもロシアの地に渡り，日露関係において活躍した日
本人が紹介された後，袴田氏自身が東京大学文学部卒業後，ロシア語もわからないま
まに赴いたモスクワ国立大学大学院への留学中に受けたカルチャーショックについて
述べられた。その一つが秩序感覚の違いである。スペイン内戦に参戦した経験を持つ
イギリス人のG・オーウェルは小説『1984 年』（1948 年）の中で，厳格かつ細かく管
理されている市民社会を全体主義社会の近未来像として描いているが，実際には全く
正反対であり，当時のソ連社会ではルールをいかにくぐり抜けるかが重視されてい
た。また，唯物論の国家でありながら，「本物の芸術・文化」に対する宗教的情熱が
強いことも印象的であったという。こうした話を踏まえて講演が展開された。以下は
その概要である。
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1．混乱する世界情勢をどう見るか
　現在は，新たな地政学，大国主義，新冷戦の時代とも言われるが，二極陣営が対峙
していた冷戦時代の方が安定しており，そうした状況は例外的であったといえる。現
代は「パンドラの箱を開けた」状態であり，「国家」，「民族」，「宗教」や国益の対立
が再び歴史の表舞台に出現している。これは異常な時代というわけではなく，「歴史
の生地」ともいえるものであり，ある意味「正常」な歴史現象である。プラトンの
『国家』や孫子の兵法が現在でも通用することからもわかるように，人間の本質は変
わらないということである。
2．ロシア国家のアイデンティティ危機とプーチンの先祖返り
　ロシアにとって，冷戦が終結してソ連が崩壊した 1990 年代は「屈辱の 90 年代」で
あり，ロシア国家はアイデンティティ危機に陥った。その後，2000 年代になるとロ
シアの世界大国への復帰が主張されるようになる。2014 年 3 月にロシアはクリミア
を併合し，2017 年 11 月にプーチン大統領はクリミアで行われたアレクサンドル 3世
像の除幕式に出席した。アレクサンドル 3世は，農奴解放を行ったアレクサンドル 2
世の息子であるが，プーチン大統領はこれまで何回もアレクサンドル 3世の有名な次
の言葉に言及しており，その言葉は銅像の台座にも彫り込まれている。
　「我々は常に次のことを忘れてはならない。つまり，我々は敵国や我々を憎んでい
る国に包囲されているということ，我々ロシア人には友人はいないということだ。
我々には友人も同盟国も必要ない。最良の同盟国でも我々を裏切るからだ。ロシアに
は信頼できる同盟者は 2つしかいない。それはロシアの陸軍と海軍である。」（『独立
新聞』2015 年 12 月 18 日）
　また，ラブロフ外相も以下のような発言をしている。「イワン雷帝の時代以来，世
界の誰も強いロシアを望んでいない。歴史上，ほんの例外を除いて，わが国のパート
ナーが我々に対して正直だったことはない。…次のことを理解しておく必要がある。
すなわち，我々にとって主たる同盟者は，陸軍，海軍さらに現代では航空・宇宙軍で
ある。」（『コムソモーリスカヤ・プラウダ』2016 年 6 月 1 日）
3．プーチン大統領の高い支持率の背景と支持率急低下の現状
　プーチン大統領の支持率は，調査にもよるが，最高で 89.9 ％という高い支持を得
ている。その理由は偶然的な要素もあり，まず世界的な石油・天然ガス価格の高騰を
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背景として，資源の宝庫であるロシアはその恩恵を受けて経済が向上した。また，
2014 年 3 月のクリミア併合に加えて，2015 年 9 月にはロシアとして初めて空軍を海
外派遣して行ったシリア空爆により，「屈辱の 90 年代」から「偉大なロシアの復活」
を遂げたことが高い支持率につながったといえる。
　 2018 年 3 月 18 日に行われた大統領選挙ではプーチンが過去最高となる 76.7 ％の
支持を得たが，その後，支持率は低下している。5月には 80 ％あった支持率は 7月
には 64 ％となり，現在では 30 ％台との調査結果もある。支持率低下の大きな要因と
なっているのが年金受給開始年齢の引き上げを主とする年金改革である。それまで
プーチン大統領は年金受給開始年齢を変えないと公言していたが，今年 6月，サッ
カー・ワールドカップのロシア大会の開幕日に年金改革案を発表した。年金受給開始
年齢について男性は現在の 60 歳から 65 歳に，女性は 55 歳から 63 歳（その後，60
歳に修正）に引き上げられることとなったが，日本では男性の平均寿命が 80 歳を超
えているのに対して，ロシアでは 67 ～ 8 歳と言われており，これではほとんど年金
を受給できないことを意味している。
4．北方領土問題
　北方領土問題の本質は，元島民，漁業，地域経済ではなく，「主権侵害」にある。
　 1956 年の「日ソ共同宣言」では，「平和条約締結後に歯舞群島，色丹島を引き渡
す」ことで合意され，エリツィン政権下で合意された「東京宣言 1993」では「4島の
帰属問題を解決して平和条約を締結する」とされている。問題となっているのは，日
ソ共同宣言の第 9条の領土条項であり，そこには条約の正文（日本語，ロシア語）で
次のように述べられている。
　「日本国及びソヴィエト社会主義共和国連邦は，両国間に正常な外交関係が回復さ
れた後，平和条約の締結に関する交渉を継続することに同意する。ソヴィエト社会主
義共和国連邦は，日本国の要望にこたえかつ日本国の利益を考慮して，歯舞群島及び
色丹島を日本国に引き渡すことに同意する。ただし，これらの諸島は，日本国とソ
ヴィエト社会主義共和国連邦との間の平和条約が締結された後に現実に引き渡される
ものとする。」
　日ソ共同宣言が合意された際，日本政府とソ連政府は，平和条約締結後に歯舞群島
が日本に返還されると理解しており，現在でもロシアを代表する日本問題専門家たち
は，この「2島が現実に引き渡される」とは，主権も日本に引き渡されるという意味
だと述べている。11 月 14 日に開かれた日露首脳会談では「1956 年日ソ共同宣言を基
礎として平和条約交渉を加速」することが合意されたが，問題となるのは「4島の帰
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属問題を解決して平和条約締結」という東京宣言との整合性であり，プーチン大統領
の理解である。
　プーチン大統領は，11 月 15 日に行われた首脳会談後の記者会見を含めて幾度も，
「2島が如何なる諸条件（根拠）の下に引き渡されるのか，またその島がその後どち
らの国の主権下に置かれるかについては，書かれていない」と述べている。つまり，
2島の引き渡し後も，ロシアが主権を保持する可能性を示唆しており，さらに，その
ような「引き渡し」でさえも条件次第だ，と述べている。しかし，実際には上記のよ
うに，唯一の引き渡しの条件として「平和条約の締結」が明記されており，2島が
「引き渡される」ことも断言されている。
　また，プーチン大統領は，歯舞群島，色丹島の 2島のみを交渉対象として，北方領
土の 93 ％を占める国後島，択捉島はまったく交渉の対象外としている。日本は東京
宣言の合意，つまり「4島の帰属問題を解決して平和条約締結する」という基本方針
を捨てていない。そのため，日ロ首脳会談の直後に，菅官房長官は「政府としては，
この基本方針のもとに引き続き粘り強く交渉に取り組む，という立場に変わりはな
い」（11 月 14 日）と明言している。これに対して，現在のロシア国内では東京宣言
に対して議会の批准を経ていないことなどを口実とした否定的な受け止め方が多い。
　なお，東京宣言にある「4島の帰属問題」とは「4島の復帰問題」ではなく，4島
返還論でも強硬論でもない中立的表現である。これに関して，11 月 26 日の国会答弁
で安倍首相は「領土問題を解決して平和条約を締結する方針に一切変わりはない」と
答弁しているが，基本方針に「一切変わりはない」と言いながら，従来必ず述べてい
た東京宣言の「4島の帰属問題を解決して」という文言を「領土問題を解決して」と
言い換えている点が注目される。北方四島は日本の領土であるとの「原理・原則」
と，「平和条約交渉の基本方針」が混乱しており，この言い換えについて，安倍首相
には説明責任がある。
　他方で，この首脳会談合意に関する日本での世論調査にも問題がある。FNNの世
論調査（調査対象：全国 18 歳以上 1,000 人，調査期間 11 月 17 ～ 18 日，電話調査）
によると，「日ソ共同宣言を基礎に平和条約交渉加速で合意した今回の日露首脳会談
を評価するか」との問いに 65.9 ％の国民が「評価する」と答え，27.3 ％が「評価し
ない」と答えたという。同時に「国後島・択捉島を含む 4島すべての返還を引き続き
求めるべきか」という問いには，61.6 ％が「4島返還を求めるべき」とし，35.9 ％が
「こだわらなくてよい」と答えたという。しかし，日ソ共同宣言に対する今日のプー
チン大統領やロシア政府の理解が，本来の同宣言に対する合意とはまったく異なって
いるにもかかわらず，世論調査の際にそれを説明しているとは言いがたい。そうであ
るのに，こうした世論調査をすること自体に疑問を感じるが，少なくとも日本政府は
このような世論調査の結果によって，今回の日ロ首脳会談の結果が大部分の国民に支
アジア太平洋研究センター報_第14号_c.indb   22 2019/06/18   12:47:11
―　　―23
激変する国際情勢とロシア―プーチンの先祖返りと日露関係―（袴田　茂樹）
持されたと主張することは出来ないであろう。
（文責：小尾　美千代）
アジア太平洋研究センター報_第14号_c.indb   23 2019/06/18   12:47:11
